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法人形態 独立行政法人 公法人 特別民間法人 特殊会社

法人の例 多数 日本年金機構 社会保険診療報酬
支払基金

高速道路株式会社

中期目標の指示

中期計画の認可

大臣が理事長を任命

通則法上はなし

法人により運営委員
会等の設置例あり

留意事項 年金機構は国の業務
の移管であり、独立
行政法人からの移管
は可能か

国又はこれに準ず
るものの出資がな
いこと

継続的に国から費
用を流し続けること
は困難

運営費を自己収入
で賄うことが原則

国の関与 中期目標の指示

中期計画の認可

大臣が理事長を任命

役員任命は大臣認可

法人により様々

支払基金は、定款
や役員選任につい
て大臣認可

株式保有義務

事業計画の認可

定款変更等の認可

意思決定
機関

法人により様々

日本年金機構は、理
事会を設置し重要事
項を審議・決定

法人により様々

支払基金は特にな
し

会社法による

（２）法人形態の比較について


